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NTTデータの健康経営
～仕事と介護の両立に向けて～
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当社および
当社の取り組む健康経営について
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NTTデータグループの事業概要
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中期経営計画と健康経営のリンク

• 価値創出の原動力は人財であるという考えのもと、中期経営計画とリンクする形で健康経営に関する基本方針を制定

【中期経営計画】

• 中期経営計画達成に向けた戦略のひとつに「人財・組織
力の最大化」を掲げています

• 当社の価値創出の原動力は人財であり、働く人にとって魅
力的な企業へと変革していくことが重要です

• そのため、Best Place to Workをキーワードに据え、多
様な人財が成長・活躍する魅力的な企業への変革を目
指します

【当社の健康経営に関する基本方針】
社員の健康維持・増進への取り組みがモチベーションや生産性を向上させ、社会への貢献・企業の収益拡大にもつながるという
考え方のもと、従来の職場の安全衛生対策に加え、健康管理を経営的な視点から考え、PDCAサイクルを戦略的にまわす「健
康経営」の推進に取り組んでいます。社員一人ひとりが意欲と活力を高めながら、社員・家族が心身ともに健康で安全に働き続
けられる環境づくりをめざします。
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健康経営の基本方針・考え方

【推進体制】

NTTデータでは、経営層、健康推進室の産業医、保健師
が中心となって、健康保健組合（コラボヘルス）および各職
場と協力しながら社員の健康増進やメンタルヘルスケア、感
染症対策に取り組んでいます。

【Health Promotion担当の体制】

主に国内に勤務している社員（NTTデータグループ、NTT
データ、NTTデータInc.）を対象に健康管理・支援を実施
しています。

社員自身の力を引き出せるように個人支援を行うとともに、
職場においてラインケアが機能できるようにサポートを行います。

健康経営

NTT
健康保険組合

健康推進室
（産業医・保健師等）

各職場
（総務担当等）

社員

社員
約16,000名

産業医13名
保健師24名

組織長・
上司・人事総務

• ラインケア
•環境調整(負担軽減等)
•復職支援 等
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健康経営の具体的取り組み事例

◆フィジカル
✓ 定期健康診断（法定）：100%実施
✓ 特定保健指導

• 特定保健指導対象者率 21.8%(FY2023)

• 特定保健指導完了率 51.9%(FY2023)

• 外部機関（ICT活用）だけでなく、当社所属の保健師
による指導を実施することで完了率向上を目指している

✓ 両立支援
• 仕事と治療が両立できる支援を実施

◆メンタル
✓ パルスサーベイ

• 月に1回5問の質問に回答。（業務量・ペース・睡眠・人
間関係・満足度）

• 上司とのコミュニケーションのきっかけとして活用
✓ ストレスチェック（法定）

• 個人へのフィードバック
• 集団分析結果を組織にフィードバック
• 高ストレス職場には改善策等をディスカッション

◆ワークスタイル
✓ リアルとリモートのベストミックスな働き方

• 各種人事制度の整備
• 居住地等付近での健康診断・人間ドックが受診可能

✓ 長時間労働者面談（法定）
• 当社社員の健康阻害の主な要因が長時間労働
• 法定の基準を上回って保健師・産業医との面談を実施
• 恒常的な長時間労働職場に対しては、改善に向けた組
織的な働きかけを行う

◆ヘルスリテラシーの向上
✓ 若手層（入社1・2年目）に対するセルフケア教育
✓ 生活習慣病予防のために35歳への節目研修
✓ 健康関連トピックス（記事）の発信（毎月）
✓ オリジナル運動動画の作成
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取り組み成果

【外部評価】

• NTTデータは健康経営優良法人2025（大規模法人部門）取得（８年連続）

• グループ会社もホワイト500が4社、健康優良法人に23社が認定

■ホワイト500認定会社 5社 ■優良法人認定会社 23社

★：2025年度認定から新たな追加会社

• NTTデータ三社（251～300位）

• NTTデータウィズ
• 先端技術
• SMS
• MSE★

• 関西
• 東海
• 中国
• 九州
• アイ
• カスタマサービス
• フィナンシャルテクノロジー
• JSOL
• 数理システム
• イントラマート
• ビジネスシステムズ
• スマートソーシング
• フロンティア

• CCS
• ルウィーブ
• ソフィア
• インフォメーションT
• NJK
• フォース
• エマーズ
• 日本電子計算
• ユニバーシティ★
• SBC★
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ソーシャルデザイン推進部の
活動
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ソーシャルデザイン推進室

・2020年10月創設
・2025年7月 公共社会基盤分野へ移行

組織(ソーシャルデザイン推進部)の位置づけ



© 2025 NTT DATA Japan Corporation 10

めざす姿
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ソーシャルデザイン推進部の組織ビジョン

信頼をつむぎ、一人ひとりの幸せと社会の豊かさを実現する“Smarter Society”

生活者からのデータ提供と企業・行政によるサービスへの反映。

Smarter Societyは、この循環が創り出す、生活者のウェルビーイングを実現する社会です。

企業や行政が境界を越えてつながり、生活者とともに社会システムを変革し課題を解決、サステナブルで豊かな社会へ発展していきます。

Smarter Societyの展望 Smarter Societyの実現に向けて

Smarter Society Visionに共感いただいた共創パートナーの皆さまと、

コンソーシアムや共同事業を設立します。

社会イノベーションデザインをもとに、新たな事業創出、社会変革を

めざします。

“生活者視点” でありたい姿を描き、社会課題を解決していく組織
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注力する6つの社会課題テーマ

介護

高齢者
ウェルビーイング

エイジレス

貯蓄増加 孤独・孤立

住生活環境
女性

ウェルビーイング

家事育児

健康 介護

働き方
移動弱者

モビリティ

高齢ドライバー

若者の車離れ
（ドライバー不足）

交通渋滞

環境保全

共創パートナーと取り組みたい解決すべき社会課題

規制対応

サプライ
チェーン
変革

経済安保 環境・人権対応

物流最適化 サイバー
セキュリティ

住宅供給過剰 災害リスク

空き家

住まい

入手困難
/住宅弱者

ライフスタイル
とのアンマッチ

中古物件不足
（良質住宅ストック不足）

地域活性化

地域創生

文化振興

都市基盤整備 環境対策

教育
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【参考】日本の社会課題（骨太方針）

引用：内閣府、経済財政運営と改革の基本方針2025・概要
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社会縦割り／分断の解消 事業領域をBtoBtoCへ幅出し

アセット群

エコシステムで
異業種・

他企業連携

SD室

ビジネス領域を
拡大

生活者

生活者

Stakeholder

IT／DXの分断

各事業者

A B

社会課題

C D

A

D

B

C

個別の手配

恩恵をまとめて享受

アセット活用で
課題解決

分断による弊害

♪

目指す新規事業開発

➢ 当社アセットを活用し、ビジネス領域をBtoBtoCへ拡大

➢ 社会の縦割り／分断の解消を目的とした、官民/異業種企業連携デジタルエコシステムを創出
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【参考】新規事業創出プロセス（1/2）

社会イノベーション
デザイン

ビジネスアイデア創出
注力テーマ選定

 社内アセット活用検討
・社内アセット棚卸/整理/分解

 対象となる社会課題の選定
・ICF社会課題一覧等を活用

社会デザイン

 社会課題解決の方向性検討
・行政/関連業界の動向調査
・有識者見解/考察調査

 デジタルエコシステム仮説策定
・産官学連携スキーム
・つくる力 × つなぐ力

ビジネスプランニング

 社会課題の細分化 → 小領域化(＝テーマ化)
・市場/トレンド/製品動向等の調査
・各種統計データ調査、既存プレイヤー等競合調査
・現場視察（気になる商品、現場等を生活者視点で観察)
・生活者リサーチ(社外定量調査、ニーズ・競合確認)
・社内外の活用アセット検討（顧客基盤・サービス）
・小領域(テーマ)毎の社会価値/経済価値の評価
（市場性/将来性）

GATE1審査

市場性評価

サービスデザイン
 ターゲティング → 提供価値設計
・対象領域のセグメント分割
・業界・有識者ヒアリング、現地視察、ユーザー観察
・生活者ヒアリング(デプスインタビュー、実態調査等)
・競合、類似品に関する満足度調査、ペイン把握
・生活者の実態把握→ファクトに基づく仮説立案
・ターゲティング、提供価値の決定

ビジネスモデル（BMC）策定
 提供価値の機能化
・提供価値実現に向けた機能の洗い出し
 コンセプトテスト
・機能コンセプトテスト（定量・定性調査、インタビュー）
・プライシング、課金モデル検討・精査、競合価格調査
・プロトタイピング（実現性検証）

 ビジネスモデル策定
・金流、商流（人、モノ、データ）整理
・競合優位性の整理
・市場規模試算、獲得シェア推定
・マーケティング(営業戦略)策定、コスト試算
・将来構想/事業成長ステップの立案（山の登り方）
・事業計画案策定（必要経営資源、コスト構造整理）
・投資回収計画案作成（IRR、NPV>0等）
・事業体構想（JV、LLP等）の仮説策定
・事業体設立に向けた今後のスケジュール検討
・共創パートナー候補/社内コア部署との具体的な協議開始
・社会インパクトロジックモデル策定

GATE0審査

イノベーション性評価

Pivot

GATE2審査

事業性評価

 共創パートナー探索開始
・プレリサーチ、情報収集、ヒアリング
・対外発信（必要に応じて）

 共創パートナー候補の選定
・行政/業界/有識者/スタートアップ/NTTグループ連携
・共創事業パートナー候補探索、調査、ヒアリング

 PA活動
・アプローチリスト（主要省庁・管轄部署）の作成
・政策提言への準備、対外発信
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事業化

 PA活動
・政策提言、対外発信

 PA活動
・政策提言、対外発信

共創事業開発
 開発計画詳細策定（プロジェクト方針、体制、計画等）
 商用システムの構築
・システム構成図/サーバ・アプリ開発
・運用設計(SLA等)

パイロットテスト準備
 実証体制/スケジュール策定
・検証スコープ/検証項目/目標数値の設定
（社会インパクトに関するKPI,KGI含む）
・実証実験のリソース(ヒト、モノ、カネ)整理
・実証フィールドの確定
・実証スケジュールと管理方針の整理

 共同運営体制の構築
・実証目的と目標数値の共同策定
・協業手法(役割・負担)の仮決め
・パートナーとのデリバリー体制組成
(個別NDA、実証実験契約、
テキストベースの基本合意証跡等)

 検証システムの構築
・システム構成図/MVP開発

パイロットテスト結果検証
 結果取得
・定量データ/定性情報(ユーザ反応等)取得
 結果検証
・目標数値とのGAP分析/改善点/結果評価
・デリバリ体制、協業手法の調整
・ビジネスモデル修正

共創事業立ち上げ
 共創事業運営体制の構築
・事業目的/協業手法整理(LLP/業務提携/JV 等)
・体制組成に向けた準備
（デューデリジェンス/財務計画/組織体制/リスク分析等）
・NTTデータ内の事業主管の明確化

 資本政策と事業計画の策定
・資本金・資金調達計画の確定
・事業計画（収益/コスト構造/投資回収計画表）の確定
 共創事業開始準備
・機関・制度設計（意思決定機関/責任規定/会議設計）
・業務オペレーション・人員設計
（事業企画/CS/セールス/アフター等）
・財務オペレーション設計（会計処理/会社間清算）

パイロットテスト実施

結果次第で複数回実施の場合有

GATE3審査

事業実現性評価
事業体設立・報道発表

プレローンチ
 プレリリース体制/スケジュール策定
・詳細合意
 検証スコープと項目の共同設定

・ユーザー価値検証: 継続利用率、
行動データ分析、満足度調査
・オペレーション検証: サービス機能確認、
異業種連携体制、エラー検出
・ビジネスモデル検証: 価格適正性、
収益性分析

 結果検証
・目標数値とのGAP分析/改善点/評価
・デリバリ体制、協業手法の最終調整
・ビジネスモデル最終修正（生産性等）
・サービス価格最終調整、確定

事業開始

 PA活動
・プレスリリース準備

 PA活動
・プレスリリース

【参考】新規事業創出プロセス（2/2）
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事例紹介：

ワーキングケアラーの仕事と介護の両立
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解決したい社会課題

出所：経済産業省第１回高齢者・介護関連サービス産業振興に関する 戦略検討会出所：経済産業省将来の介護

仕事と介護の両立困難

家族介護者の

仕事と介護の両立困難
による労働生産性損失

79,163

家族介護者・ワーキングケアラー・介護離職者の人数の推移 2030年における経済損失（億円）の推計

2030年には、家族介護者の４割が
ワーキングケアラー(働く家族介護者)に 経済損失：9.2兆円

介護離職による
労働損失

年齢別のワーキングケアラー(就労者＋自営等)数の推移

2030年では45～49歳が171万人で最も多くなる
この年代の約17.9％、およそ6人に1人が介護を担うことに
今後は晩婚化に伴い、育児とのダブルケアラーも増加

➢ 高齢化の進展により、家族介護者/ワーキングケアラーが増加
→2030年要介護者900万人/家族介護者833万人/ワーキングケアラー318万人（※経済産業省試算）

➢ 晩婚化/晩産化に伴い、ワーキングケアラーの若年化も進行

171万人

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/shin_kijiku/pdf/013_03_00.pdf
https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11590486/www.meti.go.jp/press/2018/04/20180409004/20180409004-2.pdf
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⚫ 78%は40代以上、33％が管理職。

⚫ ワーキングケアラーの55%が「仕事への影響が大きく、
働き方を変更する必要あり」と回答。

ワーキングケアラー比率（N=8,650）

50代女性管理職

⚫ 勤務時間帯に親の対応をせざるを得ず、ケアラーになる
前の働き方ができない。

⚫ 介護は自分でやりたいけれど終わりが見えない。親も子
供に迷惑を掛けたくないと思っているだろうし、プロの手も
借りたい。

3,480人（35％）

個人の声

当社ケアラー層（A＋B）

※予備層：5年以内に親のサポートが必要となる層

NTTデータグループ国内社員の「仕事と介護の両立にかかる実態調査」（2024年6月）
対象者数：14,187人、回答数：9,040人（63.7%）、有効回答数：8,650人

13%
(1,131人)

22%
(2,349人)

65%
(5,170人)

B 予備層※非該当

A ワーキングケアラー

NTTデータ社内のワーキングケアラー実態

➢ 有効回答者(8,650人)のうちワーキングケアラーが13％、予備層が22%存在

➢ 経済産業省調査と同じく40代から急増
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従業員ひとりあたりのライフサポート費用

育児関連

428円

介護関連

27円

出所：経団連第 64 回福利厚生費調査結果報告

年々伸長している育児関連と比較して、

介護関連は横ばい

（介護休職） （再採用制度）
（休職者向け
会社情報提供）

（ハンドブック） （セミナー） （相談窓口）

2 % 1 % 1 %

6 % 9 % 2 %

制度利用率は一桁台。

制度があっても使えないとの声多数

当社の場合
国内の法定外福利厚生費の推移

介護支援制度の利用状況（N=8,650）

現行制度の課題

企業の半数以上が実態を把握しておらず、経営の優先順位が低い（育児優先の傾向）
☞現行制度とワーキングケアラーが求める支援にずれが発生
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73%

23%

とても良いと思う
良いと思う
どちらとも言えない
良いと思わない
全く良いと思わない

96%が高評価

会社が介護両立支援に取り組むことに対する当社従業員の評価

本取り組みに対するNTTデータ社員の反応

年齢に関係なく、
「会社の積極的な姿勢が、従業員エンゲージメント向上や人財獲得力の強化に繋がる」との声多数
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出所：厚生労働省 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び次世代育成支援対策推進法の一部を改正する法律の概要（令和６年法律第42号、令和６年５月31日公布）

令和7年4月改正

2025年4月-10月育児・介護休業法の改正

➢ 育児・介護休業法とは、子育てや介護をする労働者が仕事との両立をしやすくするための法律
➢ 介護に関する改正内容は「介護離職防止のための仕事と介護の両立支援制度の強化」

https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001326112.pdf
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企業
（介護）

従業員

✓ 介護従業員の離職・休職
✓ 介護従業員の生産性低下

✓ 6割が仕事に影響あり（当社内調査）
✓ 半数が平日日中に親の対応（当社内調査）

9.2兆円

10万人

300万人

3,000人

経済損失

介護離職者/年

国内ケアラー

当社のケアラー

「企業の経営課題（人的資本維持・企業価値向上）」と、
「介護従業員ひとりひとりの状況に応じた支援」を一体的に解決するモデルの構築

本事業の狙い

ワーキングケアラーの「仕事と介護の両立」という社会課題に対し、

NTTグループが先導役となり、企業主導の新たな支援モデルを構築する
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サービス構想全体像

ワーキングケアラーに対し、様々な保険外サービス事業者を繋ぎ、ペインを解決するとともに、
介護相手(親)のQOLも向上させ、更にはワーキングケアラーが勤める企業の人的資本経営に寄与する
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在宅介護期
・後期

予備期・後期
（いつ始まってもおかしくない）

予備期・前期
（2～3年以内に始まるかも）

要介護１～２
要介護3
以上

要支援1～2
要介護認定前

在宅介護期
・前期

ワ
ー
キ
ン
グ
ケ
ア
ラ
ー
の

ス
テ
ー
ジ

親
の
状
態

不安は募るが
見て見ぬふり

突然親のケアが
必要になり途方に暮れる
（両立体制構築に奔走）

ケアマネを中心に
“介護のカタチ”が
出来上がる

施設への
移行？

不安感・負担感イメージ※2

※2）出所：経済産業省 「第１回企業経営と介護両立支援に関する検討会」（https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/05_presenter.pdf）

自立生活可 自立生活困難
突
発
期

突
発
期

65%※1 13%※1 13%※1 9%※1

※1）NTTデータの親の健康に不安を持つ社員を対象とする定量調査結果から算出した値 【参考】2030年にフレイルの親を持つワーキングケアラー：1,218万人、在宅介護のワーキングケアラー：240万人

当面のメインターゲット

ターゲティング

「社内実態調査」からワーキングケアラー予備軍（後期）を抽出し、
家族による“介護のカタチ”を形成してサポートする
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大
手
企
業

従
業
員

親

顧客 顧客提供する具体サービス

企業による両立施策の実施効果測定 ＋ エビデンスに基づくサービスバージョンアップ

A: 企業向けサービス

➏基本サービス
（コンシェルジュ）

B: 個人向けサービス

・生活相談
・安否確認
・モニタリング

➊
実
態
調
査

➋
個
別
レ
ポ
ー
ト

➌未来介護予測
（シミュレーション）

➎
個
別
相
談

➍制度対応
各種コンテンツ
（セミナー等）

繋ぐ

➑効果分析

DATA

➐生活支援
サービス

・外出 通院付添
・家事代行
・配食 等

要支援者の抽出
/ジブンゴト化

困りごとの解決と伴走
ここが

肝初期は

NTT-G

ここが

肝

サービス構成

企業の両立支援アクションを一括サポートする企業向けサービスと、
従業員ひとりひとりの困りごとを解決し伴走する個人向けサービスで構成
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大
手
企
業

従
業
員

親

顧客 顧客提供する具体サービス

企業による両立施策の実施効果測定 ＋ エビデンスに基づくサービスバージョンアップ

A: 企業向けサービス

➏基本サービス
（コンシェルジュ）

B: 個人向けサービス

・生活相談
・安否確認
・モニタリング

➊
実
態
調
査

➋
個
別
レ
ポ
ー
ト

➌未来介護予測
（シミュレーション）

➎
個
別
相
談

➍制度対応
各種コンテンツ
（セミナー等）

繋ぐ

➑効果分析

DATA

➐生活支援
サービス

・外出 通院付添
・家事代行
・配食 等

要支援者の抽出
/ジブンゴト化

困りごとの解決と伴走
ここが

肝初期は

NTT-G

ここが

肝

1 32 6５

４

8 8

全企業が取り組むべき事項←
（制度対応）

→企業独自の取り組みの充実
（福利厚生対応 等）

４

76

経済産業省『経営者向けガイドライン』に適応

本事業は、経産省の「仕事と介護の両立支援に関する経営者向けガイドライン」に沿ってサービスを設計
国の政策や制度に準拠しながら、企業による従業員の仕事と介護の両立支援の実現を目指す
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従来のサービス 本事業の企業向けサービス

セミナー

情報提供

相談窓口

サービスを導入しても、従業員に
あまり知られていない、使われていない・・・

アンケート結果から支援を必要とする従業
員を抽出する

個別レポート等を通じて従業員に自分の状
況を知ってもらい（ジブンゴト化）、最適な
施策等を紹介する

従業員の状況に応じたセミナーや個別相談
等を通じて介護の知識を深めてもらう

従業員ひとりひとりの困りごとの解決・伴走を
通じて仕事と介護の両立を支援する

必要とする従業員にしっかり届く、
実効性のある介護両立支援をサポート！

相談件数が
月に1件ある
かないか・・・

セミナー
参加者が
少ない！

➊実態調査抽出

➋個別レポート
➌未来介護予測

認知

※個人向けサービス※支援

理解
➍➎セミナー、
個別相談等

サービスイメージ企業向けサービス

企業が抱えている「サービスを導入しても使われない」という課題に対して、
実態調査を入口に、必要とする従業員にしっかりと届ける実効性のある仕組みをご提供
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サービスコンセプト個人向けサービス

個
人
向
け
サ
ー
ビ
ス

【3】親が自宅にいながら、施設にあずけているような安心感
～親の宅が“高齢者レジデンス水準”になる体験～

コンシェルジュ

従業員

生活支援スタッフ

こ
れ
ま
で
の
選
択
肢

【1】親の自宅で自分が介護 【2】高齢者レジデンスに入居させる

自分ですべて抱える

不安

自宅

表向きかからない

場所

気持ち

やり方

費用

施設職員にお任せ

施設

安心（でも後ろめたい）

高い

×

×

●

●

●

△

×

×

新
た
な
選
択
肢 コンシェルジュにお任せ

安心

自宅

低～中（施設より安く）

場所

気持ち

やり方

費用

●

●

●

△～●

親が自宅にいながら、施設にあずけているような安心感
在宅介護の新たな「選択肢」の提示
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住空間とサービスを一体型で提供

サービスイメージ個人向けサービス

高齢者レジデンス（サービス付き高齢者向け住宅等） 親の自宅

親対応を介護プロに一任できる安心感

安否
確認

生活
相談

生活
支援

・外出･通院付添
・掃除
・食事 等

・見守り
・駆け付け 等

住み慣れた自宅に、介護スタイルに応じたサービスをアドオン

安否
確認

生活
相談

生活
支援

・各種相談
・解決策提案
・モニタリング

・外出・通院付添
・家事代行
・配食 等

高齢者レジデンス水準の安心感

親の自宅が「高齢者レジデンス水準」になる体験を通じて、ワーキングケアラーに安心を提供
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効果測定の考え方

従業員のウェルビーイングと、企業インセンティブを繋ぐ好循環スパイラルを創出する

データ収集/分析サービス



© 2025 NTT DATA Japan Corporation 32

【参考】横浜市立大学との共同研究データ収集/分析サービス
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見守る手は、いつもそばに。デジタルがつなぐ、親子の絆。

テクノロジーが介護の“限界”を、“機会”に変える。
Technology transforms the boundaries of caregiving into new possibilities.

目指す世界観




